
住民等への情報伝達体制

28

関係市町が整備する住民への情報伝達手段

（松江市の例）

防災行政無線
（戸別受信機）
屋内告知端末

原子力災害対策本部
（首相官邸）

広報車

防災行政無線
（屋外拡声子局）

まつえ し

まつえ し

 防護措置（避難、一時移転、安定ﾖｳ素剤の服用指示等）が必要になった場合は、原子力災害対策本部から、
島根県、鳥取県及び関係市に、その内容をＴＶ会議等を活用し迅速に情報提供。

 関係市は、防災行政無線、広報車等を活用し、住民へ情報を伝達。
 ホームページ等を活用した外国人、観光客への情報伝達にも配慮する。

防災行政無線

松江市から発信

市ホームページ
ツイッター

防災メール
緊急速報メール
衛星携帯電話

仮置き

ケーブルテレビ

島根県、鳥取県及び関係市

住民

ＴＶ会議等を活用し、
迅速に情報伝達

情報伝達



住民相談窓口の設置

 国は、一般からの問合せに対するｺｰﾙｾﾝﾀｰを設置（原子力規制庁）。
 県及び関係市は、住民からの問合せに対応する相談窓口を設置するとともに、被災者に対する健康相談窓

口等を設置。
 ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰでは、県及び関係市の問合せ対応を支援。

住民等のﾆｰｽﾞを見極め、柔軟に対応

①事故の発生日時及び概要
②事故の状況と今後の予測
③原子力発電所における対応状況
④行政機関の対応状況
⑤住民等がとるべき行動
⑥避難対象区域又は屋内退避区域
⑦被災企業等への援助・助成措置
⑧被災者への損害賠償請求（中国電力㈱）

ｺｰﾙｾﾝﾀｰ
（原子力規制庁）

相談窓口
（中国電力） 相談窓口

（日本原子力
研究開発機構）
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健康相談窓口
（保健所）

巡回精神相談
（巡回精神相談班）

相談窓口
（島根島県庁）

問合せ対応支援
（ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ）

心のｹｱ
（心と体の健康ｾﾝﾀｰ）

住民相談窓口
（関係市町）

健康相談窓口
（避難所）

島根県の例

実施体制等未確認

仮置き



マスコミ等への情報伝達体制

 迅速かつ適切な広報活動を行うため、事故情報等に関する中央での記者会見は官邸（内閣官
房長官が会見を行い、原子力規制委員会委員等が技術的な内容等を補足説明）において実施。

 現地での記者会見についてはｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰにおいて実施。
 必要に応じ、在日外国大使館等に情報提供を行うとともに、在外公館を通じて、本国政府や

現地ﾒﾃﾞｨｱへ情報提供。

原子力災害現地対策本部
（ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ） 島根･鳥取県災害対策本部

関係市町
災害対策本部

報道機関

住 民

広報車
防災行政無線 等

ﾃﾚﾋﾞ
ﾗｼﾞｵ
新聞

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ

原子力災害対策本部（首相官邸・原子力規制庁）

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ

【情報発信のｲﾒｰｼﾞ】
【主な広報事項】

①事故の発生日時及び概要

②事故の状況と今後の予測

③原子力発電所における対応状況

④行政機関の対応状況

⑤住民等がとるべき行動

⑥避難対象区域又は屋内退避区域

一元的に情報発信を行うことができる体制
を構築するとともに、発信した情報を共有
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６．区域別・対象者別の防護措置等

＜対応のポイント＞
学校においては、帰宅に支障がある場合を除いて児童・生徒を帰宅させ、家庭において保護

者とともに避難に備えることを原則とする（PAZ、UPZ共通）。

PAZ内においては、全面緊急事態に至った時点で即時避難。ただし、避難よりも屋内退避が
優先される場合には屋内退避を実施する。

UPZ内においては、OIL2（20μSv/h）を超える区域を１日以内を目途に特定し、１週間程度
内に一時移転を実施する。

31



区域別・対象者別の防護措置等

32

※１）無理に避難すると健康リスクが高まる者を「避難困難者」とした。
適切な搬送体制の確保を待って避難、一時移転させる。

※２）プラントの状況悪化に応じて段階的に避難、安定ヨウ素剤の服用を実施することもある。

警戒事態
（ＥＡＬ１）

施設敷地緊急事態
（ＥＡＬ２）

全面緊急事態
（ＥＡＬ３）

早期防護措置
（ＯＩＬ２）

保護者の元へ帰宅 緊急退避所へ移動 避難

避難困難者（※１） 屋内退避準備 屋内退避

施設敷地緊急事態要

避難者（在宅）
避難準備 避難

施設敷地緊急事態要

避難者（入所者）
避難準備 避難

避難準備
安定ヨウ素剤服用準備

避難
安定ヨウ素剤服用

保護者の元へ帰宅 保護者の元へ帰宅
原則、屋内退避
指示により避難

避難困難者（※１） 屋内退避準備 屋内退避 一時移転

在宅者 屋内退避準備 屋内退避（※２） 一時移転

施設入所者 屋内退避準備 屋内退避（※２） 一時移転

屋内退避準備 屋内退避（※２） 一時移転

避難困難者

在宅者

施設入所者

Ｕ
Ｐ
Ｚ

児童生徒

避難行
動要支
援者

一般住民

Ｕ
Ｐ
Ｚ
外

児童生徒

避難行
動要支
援者

一般住民

区域 対象者

防護措置

Ｐ
Ａ
Ｚ

児童生徒

避難行
動要支
援者

一般住民

放射性物質の放出後についてはＵＰ

Ｚにおける対応と同様、ＯＩＬ１及

びＯＩＬ２を超える地域を特定し、

避難や一時移転を実施



７．ＰＡＺ内の防護措置等

＜対応のポイント＞
PAZ内の学校・保育所の児童生徒は、警戒事態の段階で、保護者の元へ帰宅させる。

PAZ内の施設敷地緊急事態要避難者は、施設敷地緊急事態の段階で、避難・屋内退避を実施
する。

PAZ内の一般住民は、全面緊急事態の段階で、避難を実施するとともに、原子力災害対策本
部又は県、市の指示に基づき、安定ヨウ素剤を服用する。
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学校・保育所の児童生徒の保護者の元への帰宅、避難①
（保護者の元への帰宅、避難の時期等）

 警戒事態段階では、安全を確認した上で保護者の元に帰宅させる。
 施設敷地緊急事態段階で、学校に児童・生徒が残っている場合は避難に備え学校で待機させ、災害対策本

部から指示があれば、ＰＡＺ外の緊急退避所へ移動する。
 全面緊急事態段階は既に緊急退避所へ移動を開始している段階。学校に児童・生徒が残っている場合には

災害対策本部からの指示に従い避難する。

34

各段階における児童・生徒の動き

警戒事態 施設敷地緊急事態 全面緊急事態

学校 自宅

【保護者の迎え要請】

学校 緊急退避所

【県が確保し、市と協力して手
配するバス】

学校 避難所

【県が確保し、市と協力して手
配するバス】

情報の伝達経路（公立学校の場合）

県 県教育委員会 県立学校

松江市 松江市教育委員会 市立学校

伝達

伝達

報道要請 情報収集

報道機関（テレビ、ラジオ等）、松江市の広報媒体等

※保護者へ引き渡し（保護者は避難
準備完了後、児童・生徒を受取）

※既に緊急退避所に移動済と考えられるが、移動
が完了しないうちに全面緊急事態となった場合



避難先施設
※保護者への引き渡しが出来なかった児童等は、避難先で保護者に引き渡し

 ＰＡＺ内には、小中学校が５校、幼稚園・保育園が７園、その他学校２校がある。
 施設敷地緊急事態では、緊急退避所（松江市総合体育館、予備：くにびきメッセ））へバスにより移動する。
 全面緊急事態は、既に緊急退避所へ移動を開始している段階だが、学校に残っている場合は、災害対策本部からの

指示に従い、島根県が確保し、松江市と協力して手配するバスにより集団避難する。
 全校（幼稚園含む）において対応マニュアル策定済。
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鹿島中学校 鹿島町 162

162

佐太小学校 鹿島町 97

恵曇小学校 鹿島町 87

鹿島東小学校 鹿島町 86

生馬小学校 西生馬町 108

378

佐太幼稚園 鹿島町 22

恵曇幼稚園 鹿島町 10

講武幼稚園 鹿島町 27

生馬幼稚園 西生馬町 27

86

恵曇保育所 鹿島町 69

御津保育所 鹿島町 59

マリン保育所 島根町 63

191

松江工業高等専門学校 西生馬町 1,077

松江ろう学校 古志町 29

1,106

1,923

市
名

松
江
市

保育所：3所

平成26年５月１日現在

中学校：1校

小学校：4校

幼稚園：4園

合計：14施設

その他：2校

学校等の名称 所在地
児童

生徒数

学校・保育所の児童生徒の保護者の元への帰宅、避難②
（学校、保育所、一時退避所の所在地図及び避難方法等）



避難行動要支援者（避難することにより健康リスクが高まる施設入所者等）
の屋内退避①（屋内退避の時期等）

 ＰＡＺにおいては、ＥＡＬに応じ、放射性物質の放出前に避難や屋内退避を行う。
 施設入所者等の避難行動要支援者の避難は、通常の避難より時間がかかるため、ＥＡＬ２の

段階から防護措置を実施する。
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ＥＡＬ２の段階で、
避難行動要支援者のうち、避難により健康リスクが高まらない者は避難を開始し、避難によ
り健康リスクが高まるおそれのある者は、遮蔽効果の高い建物等に屋内退避する。

（３０㎞～）ＰＡＺ
（～５㎞）

ＵＰＺ
（５～３０㎞）

①警戒事態（警戒態勢の構築）

②施設敷地緊急事態（防護措置の準備を開始）

③全面緊急事態（防護措置を実施）

●ＰＡＺの要支援者の避難準
備開始

●ＰＡＺの住民の避難準備開始

●ＰＡＺの要支援者の避難や屋内
退避開始

●ＰＡＺの住民の避難開始

●ＰＡＺの住民は安定ヨウ素剤を
服用

●ＵＰＺの住民は屋内退避

ＥＡＬ１

例）立地県で震度６以上

ＥＡＬ２

例）全交流電源喪失

ＥＡＬ３

例）冷却機能喪失



避難行動要支援者（避難することにより健康リスクが高まる施設入所者等）
の避難②（防護対策を行った施設の所在地図、屋内退避の方法等）

 屋内退避施設は、放射線防護対策の工事中施設を含めて合計X施設を整備。
 屋内退避施設は、合計約XXX人を収容。
 予防的な避難を行うことによって、かえって健康ﾘｽｸが高まるような重篤者については、無理な避難は行わ

ず、放射線防護機能を付加した近傍の屋内退避施設へ退避しながら、適切な搬送体制の確保を待って避難
させる。
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他地域と同様に記載したが、屋内退避施設の整備は未調整
（避難行動要支援者実態調査の結果を踏まえて検討）

仮置き（「伊方地域の緊急時対応」の例）



避難行動要支援者（施設敷地緊急事態要避難者（在宅者、施設入所者等））
の避難①（避難の時期等）

 警戒事態で、避難準備を行う。
 施設敷地緊急事態において、松江市からの避難指示を受け、準備が整い次第、地区毎又は施

設ごとに定められた避難先に避難を実施する。
 施設敷地緊急事態要避難者は、他の避難者に先駆けて避難行動を開始。
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施設敷地緊急事態要避難者とは、
● 避難の実施に通常以上の時間がかかり、かつ、避難の実施により健康リスクが高まらない要配慮者（難病者、入

院患者、高齢者、障がい者、外国人、乳幼児、妊産婦等）
● 安定ヨウ素剤を事前配布されていない者及び安定ヨウ素剤の服用が不適切な者のうち、施設敷地緊急事態において

早期の避難等の防護措置の実施が必要な者

（３０㎞～）ＰＡＺ
（～５㎞）

ＵＰＺ
（５～３０㎞）

①警戒事態（警戒態勢の構築）

②施設敷地緊急事態（防護措置の準備を開始）

③警戒事態（防護措置を実施）

●ＰＡＺの要避難者の避難準
備開始

●ＰＡＺの住民の避難準備開始

●ＰＡＺの要避難者の避難や屋内
退避開始

●ＰＡＺの住民の避難開始

●ＰＡＺの住民は安定ヨウ素剤を
服用

●ＵＰＺの住民は屋内退避

要避難者は他の
住民に比べてワ
ンテンポ早く避
難行動を開始



 在宅の避難行動要支援者のうち、避難支援の申し出があった者はXXX人。うち、XX人は避難時
の支援者があることを確認。残りXX人については、支援者の確保に向け要調整。

 支援者の同行により避難可能な者は、支援者の車両又はﾊﾞｽで避難先へ移動。

避難行動要支援者（施設敷地緊急事態要避難者（在宅者、施設入所者等））
の避難②（在宅者の避難方法等）
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避難方法等については未調整。
また、避難行動要支援者の数や状態、避難の際必要となる支援者、車両等については実態調査を実施中。

仮置き



 社会福祉施設入所者については、広域福祉避難所へ、病院の入院患者についてはＵＰＺ外に
設定される避難先となる病院へ、移動の体制が整った後、直接避難する。

避難行動要支援者（施設敷地緊急事態要避難者（在宅者、施設入所者等））
の避難③（施設入所者、入院患者の避難方法等）
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社会福祉施設などの入所者

広域福祉避難所

広域福祉避難所とは？

在宅の要援護者や、社会福祉施設の入所している人が、一時的
に避難する施設。

冷暖房設備、多目的トイレ（障がい者用トイレなど、一定の生
活環境が整っている。

病院・診療所などの入院患者

福祉車両、バス、救急車、自衛隊車両など

病院・診療所など



一般住民の避難

 施設敷地緊急事態において、避難準備を行う。
 松江市からの避難指示及び安定ヨウ素剤服用指示を受け、準備が整い次第安定ヨウ素剤を服

用したうえで地区毎に定められた避難先に避難を実施する。
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判断基準 ＰＡＺ（概ね５㎞）

Ｅ
Ａ
Ｌ

警戒事態
（ＥＡＬ１）

□施設敷地緊急事態要避難者の避難準備等
□平常時モニタリングの強化、緊急時モニタリ
ングの準備

施設敷地緊急事態
（ＥＡＬ２）

□施設敷地緊急事態要避難者の避難
□一般住民の避難準備
□緊急時モニタリングの実施

全面緊急事態
（ＥＡＬ３）

□一般住民の避難
□安定ヨウ素剤の予防服用
□モニタリングポスト等による測定

放射性物質放出

Ｏ
Ｉ
Ｌ

緊急防護措置

早期防護措置

飲食物摂取制限

仮置き



避難に必要な輸送能力の確保

 施設敷地緊急事態で必要となる輸送能力は、想定対象人数約xxx人について、ﾊﾞｽxx台、福祉車両XX台。
 施設敷地緊急事態発生時には、医療機関、社会福祉施設、在宅の避難行動要支援者、教育機関の避難のた

めに、松江市のﾊﾞｽ会社が保有する車両のほか、中国電力が配備する車両により、必要車両台数を確保。
 松江市内のﾊﾞｽ会社等と連携し、XX人程度の輸送能力を確保。
 ﾊﾞｽ会社等の運転手は交代制勤務のため、緊急時の動員方法や他ﾊﾞｽ会社等との協力等について調整中。

確保車両台数 備考

ﾊﾞｽ（台） 福祉車両（台）
（ストレッチャー仕様）

福祉車両（台）
（車椅子仕様）

（A）最大必要車両台数 XX XX XX

（B）車両確保台数 合計XX以上 合計XX以上 合計XX以上

学校・医療機関・社会福祉施
設が保有する車両（B1）

X X X

松江市内のﾊﾞｽ会社等が保
有する車両（B2）

XX － －
松江市内のﾊﾞｽ会社等
が保有する車両総数
XXX台

中国電力が配備する車両
（B）－（B1）－（B2）

X以上 XX以上 XX以上 中国電力が近隣事業所
等に車両を配備

※ 不測の事態により確保した輸送能力で対応できない場合、実動組織（自衛隊、警察、消防、海保庁）に支援を要請 42

必要車両数等に係る調査を実施中。




